
参考資料１
地上デジタル放送受信機の普及状況

●受信機普及状況（総務省調査）

地上デジタル放送
受信機世帯普及率

アナログ停波の認知度
アナログ停波時期
(2011年)の認知度

２００８年３月調査 43.7% 92.2% 64.7%
２００８年９月調査 46.9% ―（注） 75.3%
２００９年１月調査 49.1% ―（注） 77.8%
２００９年３月調査 60.7% 97.7% 89.6%
２００９年９月調査 69.5% 98.0% 89.6%
　　　　 〃 (徳島県)　65.5%
　　　　 〃 (香川県)　73.5%
　　　　 〃 (愛媛県)　68.2%
　　　　 〃 (高知県)　63.6%

●　固定受信機の出荷状況（出典：社団法人 電子情報技術産業協会）

（注）　アナログが停波することについての設問がないため。

　　　　　　　　　①最終普及目標　　　　２０１１年４月までに全世帯（約５，０００万世帯）
　　　　　　　　　②当面の普及目標　　 ２００９年３月末時点において、６２％(３,１００万世帯)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年６月末時点において、６７％(３,３５０万世帯)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年９月末時点において、７２％(３,６００万世帯)   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年12月末時点において、７７％(３,８５０万世帯) 

※「デジタル放送推進のための行動計画(第９次）」（２００８年１２月１日、
地上デジタル推進全国会議　公表）より抜粋

　　　　　≪普及世帯に関する目標（※）≫

●　固定受信機の出荷状況（出典：社団法人 電子情報技術産業協会）

2010年2月末（累計） 2009年12月末（累計）
総計 約　７，０５５万台 約　６，６７３万台
　【内訳】
　　　地上デジタルテレビ 約　４，４３８万台 約　４，１８７万台
　　　デジタルレコーダ 約　　　８９４万台 約　　　８７７万台
　　　BDレコーダ 約　　　５１５万台 約　　　４６７万台
　　　チューナ 約　　　１８７万台 約　　　１６０万台
　　　その他 約　１，０２１万台 約　　　９８２万台

●　ワンセグ対応携帯電話の出荷状況（出典：社団法人 電子情報技術産業協会）

2010年1月末（累計） 2009年11月末（累計）
　　約　７，５８９万台 　　約　７，２２４万台

固定受信機

ワンセグ対応携帯電話

※「デジタル放送推進のための行動計画(第９次）」（２００８年１２月１日、
地上デジタル推進全国会議　公表）より抜粋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年12月末時点において、６,４００万台

　　　　　≪普及台数に関する目標（※）≫
　　　　　　　①最終普及目標　　　 地上アナログテレビ放送の停止の期限（2011．7．24）までに１億台
　　　　　　　②当面の普及目標　　 ２００９年３月末時点において、４,９００万台
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年６月末時点において、５,４００万台
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年９月末時点において、５,９００万台



参考資料2
デジタル中継局等の整備状況と世帯カバー率

平成22年3月末現在

１９年末 ２０年末 ２１年末 ２２年末 １９年末 ２０年末 ２１年末

徳島県 ８８．２ ９１．４ ９３．２ ９４．７ ７ １５ ２９ 　［４１局所］

香川県 ９２．１ ９７．５ ９８．３ ９８．５ ４ １０ １７ 　［２６局所］

愛媛県 ８６．４ ９１．８ ９２．８ ９４．４ １２ ２６ ３４ 　［６２局所］

高知県 ７９．８ ８５．８ ８８．７ ９０．１ ８ ２１ ４０ 　［６８局所］

四国 ８６．８ ９１．９ ９３．３ ９４．６ ３１ ７２ １２０ 　［１９７局所］

※中継局の開局状況は局所数を示す。

２２年末までの
開局予定（累積）

※カバー率は、１７年国勢調査に基づく世帯カバー率。

世帯カバー率
（％）

親局・中継局の開局状況
(累積)





（参考１） 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率（今回調査） －都道府県別の状況－

9

（注）いずれも統計データであり、ある程度の誤差は想定されるもの。その目安はサンプル数に応じて±３～８%前後。
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新たな難視対策への国の支援新たな難視対策への国の支援 参考資料５

（１） ケーブルテレビ等への移行
対策の場合

（２） 高性能等アンテナ対策
の場合

ア 事業主体
・ケーブルテレビ等への移行を行う者
（民間法人等を経由して補助）

イ 対策対象
・ケーブルテレビ等との契約料等

ア 事業主体
・高性能等アンテナ対策を行う者
（民間法人等を経由して補助）

イ 対策対象
・高性能等アンテナ対策に必要な経費等ケ ブルテレビ等との契約料等

ウ 補助額
・定額（上限３万円）
事業費から３万５千円を除いた額

・高性能等アンテナ対策に必要な経費等
ウ 補助率
・２／３ （ただし、敷地外の伝送路整備は１０／

１０）

個別受信（アナログ放送）

【高性能等アンテナ対策】

高性能ＵＨＦアンテナ高性能ＵＨＦアンテナ

ＣＡＴＶ事業者等

【ケーブルテレビ等への移行対策】

敷地外受信

伝送路整備

敷地内受信

ケーブルテレビ等への移行有線伝送路有線伝送路

ＣＡＴＶ事業者等

伝送路整備

世帯の負担が３万５千円を超える場合が補助対象
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